
駿
河
台
法
学
第
三
二
巻
第
二
号（
通
巻
第
六
二
号
）
二
〇
一
九

駿
河
台
大
学

第３２巻第２号（通巻第６２号） ２０１９

論 説
税条例における税率の誤記を遡及的に是正できるか？
―法制実務及び日米判例を参考にして― 太田 幸夫
「民事信託」実務の諸問題⑴ 金森 健一
情報的自己決定権とIT基本権のはざま・覚書
―とくにドイツ憲法とヨーロッパ基本権検証の場合―

小貫 幸浩

駿河台大学

Vol.３２ No.２ SURUGADAI HOGAKU February２０１９

Contents

Articles
Can an Error of Tax Rate in an Ordinance be Corrected Retroactively？
―Referring to Legislative Practice & Precedents of Japan and the US―

Yukio OHTA
Problems in“Civil Trust”Practice（１） Kenichi KANAMORI
Eine Note: Zwischen informationelle Selbstbestimmungrecht und ITgrundrecht.

Yukihiro ONUKI

Published by
SURUGADAI UNIVERSITY

Azu６９８Hanno Saitama３５７―８５５５JAPAN

ISNN０９１４―９１１２

／平成３０年／１２月／１２－１４９／表紙／ＡＺ１４９Ｄ 2019.03.11 18.40.15 Page 1



駿河台大学法学会規約
第１条 本会は，駿河台大学法学会

と称する。
第２条 本会の事務所は，駿河台大

学法学部内に置く。
第３条 本会は，法，政治および法

学教育に関する学術の研究お
よび普及をもってその目的と
する。

第４条 本会は，前条の目的を達成
するために，次の事業を行な
う。
１ 機関誌「駿河台法学」の
発行
２ 研究会・講演会の開催
３ その他本会の目的を達成
するため必要と認める事業

第５条 本会の会員は，次の各号の
いずれかに該当する者とする。
１ 一般会員 駿河台大学専

任教員で，第
３条に該当す
る目的に賛同
する者

２ 特別会員 本会に入会を
希望する者で，
総会の承認し
た者

３ 名誉会員 会員の推薦に
もとづき総会
の承認した者

第６条 一般会員および特別会員は，
総会の定めるところに従い，

会費を納めなければならない。
第７条 本会に次の機関を置く。

１ 会長
２ 運営委員会
３ 機関誌編集委員会
４ 学生法学論集編集委員会
５ 監査

第８条 会長は，毎年１回総会を招
集しなければならない。ただ
し，会長は，必要と認めると
きは，臨時総会を招集するこ
とができる。一般会員の３分
の１以上の要求があった場合，
会長は，速やかに総会を招集
しなければならない。

第９条 総会は，次の事項につき審
議決定する。
１ 会長，運営委員，機関誌
編集委員，学生法学論集編
集委員および監査の選任
２ 予算および決算の承認
３ その他本会の運営に関し
必要な事項

第１０条 総会は，一般会員の２分の
１以上の出席で成立し，議事
は，出席者の過半数でこれを
決する。

第１１条 本会の経費は，会費その他
をもってあてる。

第１２条 本会の会計年度は，４月１
日より翌年の３月３１日までと
する。

論 説
故意の意的要素とその理解をめぐって……………………………竹内 健互

駿河台法学前号（第３２巻第１号）目次

／平成３０年／１２月／１２－１４９／表紙／ＡＺ１４９Ｄ 2019.03.11 18.40.15 Page 2



駿河台大学法学会規約
第１条 本会は，駿河台大学法学会

と称する。
第２条 本会の事務所は，駿河台大

学法学部内に置く。
第３条 本会は，法，政治および法

学教育に関する学術の研究お
よび普及をもってその目的と
する。

第４条 本会は，前条の目的を達成
するために，次の事業を行な
う。
１ 機関誌「駿河台法学」の
発行
２ 研究会・講演会の開催
３ その他本会の目的を達成
するため必要と認める事業

第５条 本会の会員は，次の各号の
いずれかに該当する者とする。
１ 一般会員 駿河台大学専

任教員で，第
３条に該当す
る目的に賛同
する者

２ 特別会員 本会に入会を
希望する者で，
総会の承認し
た者

３ 名誉会員 会員の推薦に
もとづき総会
の承認した者

第６条 一般会員および特別会員は，
総会の定めるところに従い，

会費を納めなければならない。
第７条 本会に次の機関を置く。

１ 会長
２ 運営委員会
３ 機関誌編集委員会
４ 学生法学論集編集委員会
５ 監査

第８条 会長は，毎年１回総会を招
集しなければならない。ただ
し，会長は，必要と認めると
きは，臨時総会を招集するこ
とができる。一般会員の３分
の１以上の要求があった場合，
会長は，速やかに総会を招集
しなければならない。

第９条 総会は，次の事項につき審
議決定する。
１ 会長，運営委員，機関誌
編集委員，学生法学論集編
集委員および監査の選任
２ 予算および決算の承認
３ その他本会の運営に関し
必要な事項

第１０条 総会は，一般会員の２分の
１以上の出席で成立し，議事
は，出席者の過半数でこれを
決する。

第１１条 本会の経費は，会費その他
をもってあてる。

第１２条 本会の会計年度は，４月１
日より翌年の３月３１日までと
する。

論 説
故意の意的要素とその理解をめぐって……………………………竹内 健互

駿河台法学前号（第３２巻第１号）目次

／平成３０年／１２月／１２－１４９／表紙／ＡＺ１４９Ｄ 2019.03.11 18.40.15 Page 2



駿
河
台
法
学
第
三
二
巻
第
二
号（
通
巻
第
六
二
号
）
二
〇
一
九

駿
河
台
大
学

第３２巻第２号（通巻第６２号） ２０１９

論 説
税条例における税率の誤記を遡及的に是正できるか？
―法制実務及び日米判例を参考にして― 太田 幸夫
「民事信託」実務の諸問題⑴ 金森 健一
情報的自己決定権とIT基本権のはざま・覚書
―とくにドイツ憲法とヨーロッパ基本権検証の場合―

小貫 幸浩

駿河台大学

Vol.３２ No.２ SURUGADAI HOGAKU February２０１９

Contents

Articles
Can an Error of Tax Rate in an Ordinance be Corrected Retroactively？
―Referring to Legislative Practice & Precedents of Japan and the US―

Yukio OHTA
Problems in“Civil Trust”Practice（１） Kenichi KANAMORI
Eine Note: Zwischen informationelle Selbstbestimmungrecht und ITgrundrecht.

Yukihiro ONUKI

Published by
SURUGADAI UNIVERSITY

Azu６９８Hanno Saitama３５７―８５５５JAPAN

ISNN０９１４―９１１２

／平成３０年／１２月／１２－１４９／表紙／ＡＺ１４９Ｄ 2019.03.11 18.40.15 Page 1


